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地域・職域連携の課題

職域関係者のメンバーは労働行政担当者にとどまり、
事業者の参加が少ない。（どこに声をかけて良いのか
わからない、事業者の情報が少ない）

二次医療圏と労働基準監督署の管轄区域が異なるた
め、複数の二次医療圏協議会に労働基準監督署が参
画をしなければならず、協力が得られにくい

職域関係者との連携については、関係者の連携事業の
メリット等について明確化されていないことから、都道府
県や二次医療圏での具体的な連携事業の取り組みが
進んでいない

平成１８年度地域・職域連携支援検討会報告書より



労働行政に携わる人間が持つ一般的な疑問

地域・職域連携ってなんだろう？

地域・職域連携の具体的な事業は何？

地域・職域連携協議会に参加して何をするの？

地域・職域連携協議会の活動で何がよくなるの？

仕事がいっぱい押しつけられるんじゃないの？



労働者の労働条件の確保・向上

労働者の安全と健康の確保

労災補償

労働基準法

労働安全衛生法

労働者災害補償保険法



厚生労働省
都道府県労働局

労働基準監督署

厚生労働省労働基準局の機構

………… 総務課、監督課、労働保険徴収課

…………計画課、安全課、労働衛生課、化学物質対策課

…………労災管理課、補償課、労災保険業務室

…………企画課、勤労者生活課

労働基準局労働基準局

安全衛生部

労災補償部

勤労者生活部

３２３箇所

４７箇所



労働者の健康の確保

全国斉一行政

事業者責任

労働者：全国で5000万人



安全衛生対策に係る安全衛生対策に係る基本的考え方基本的考え方

（１）労働災害全体を減少させる
ためのリスク低減対策の推進

（２）重篤な労働災害を防止する
ための具体的施策の充実

重点対策重点対策
①リスクアセスメント（「危険性又は有害性等の調査）（①リスクアセスメント（「危険性又は有害性等の調査）（※※１）及びその結果に基づく措置１）及びその結果に基づく措置
作業内容等に即した具体的な実施方法の公表・普及、事業場内外の人材育成等の促進等

→実施率の着実な向上実施率の着実な向上
②化学物質におけるリスクアセスメント（「危険性又は有害性等の調査」）及びその結果に②化学物質におけるリスクアセスメント（「危険性又は有害性等の調査」）及びその結果に
基づく措置基づく措置

MSDS（化学物質等安全データシート）（※２）等の活用→実施率の着実な向上実施率の着実な向上

③機械災害の防止③機械災害の防止

労働災害が多発している機械等の種類ごとの安全対策の充実の検討、必要な措置→更なる減少更なる減少
④墜落・転落災害の防止④墜落・転落災害の防止
災害が多い足場、建築物における作業、荷役に係る作業等における墜落・転落防止対策の充実

の検討、必要な措置→更なる減少更なる減少
⑤粉⑤粉じんじん障害の防止障害の防止
トンネル建設工事、アーク溶接作業、金属等の研ま作業等に係る粉じん障害防止対策を重点とした総

合的な対策の推進→じん肺新規有所見者数の減少じん肺新規有所見者数の減少
⑥化学物質による健康障害の防止⑥化学物質による健康障害の防止
作業主任者の選任の徹底、安全衛生教育の促進等必要な措置

→化学物質による労働災害の減少化学物質による労働災害の減少
⑦健康診断⑦健康診断
労働者の自主的取組の推進、「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」に基づ

く措置の徹底→健康診断等の結果に基づく健康管理措置の実施率の着実な向上健康診断等の結果に基づく健康管理措置の実施率の着実な向上
⑧メンタルヘルス⑧メンタルヘルス
過重労働による健康障害防止対策の実施のうえ、労働者の気づきを促す教育、研修等の実施、事業
場内外の相談体制の整備、職場復帰対策等の推進

→メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業場の割合を半数以上メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業場の割合を半数以上

（３）目標の設定・計画的な実
施等による対策の的確な推進

（PDCAサイクルの徹底）

このためこのため
の施策目の施策目
標の明示標の明示

第１１次労働災害防止計画の概要
・死亡者数について・死亡者数について対平成１９年比で２０％以上減少対平成１９年比で２０％以上減少させること。させること。
・死傷者数について・死傷者数について対平成１９年比で１５％以上減少対平成１９年比で１５％以上減少させること。させること。
・労働者の健康確保対策を推進し、・労働者の健康確保対策を推進し、定期健康診断における有所見率定期健康診断における有所見率
の増加傾向に歯止めをかけ、減少に転じさせるの増加傾向に歯止めをかけ、減少に転じさせること。こと。

＜１１次防の＜１１次防の目標目標＞＞

（※１）リスクアセスメント：事業場における危険性又は有害性の特定、リスクの見積もり、リスク低減措置の検討等を行い、それに基づく措置の検討等を行うこと。
（※２）「ＭＳＤＳ（化学物質等安全データシート）」：危険有害性を有する化学物質等を適切に管理するために必要である詳細な情報（名称、成分及び含有量、管理上の注

意、救急措置、危険性、人体への有害性等）が記載されている文書 。

対策対策

対策対策



選任義務

常時５０人以上常時５０人以上の労働者を使用する事業場

専属の者の選任義務

常時常時10001000人以上人以上の労働者を使用する事業場

有害業務に常時有害業務に常時500500人以上人以上の労働者を従事させ

事業場

常時常時3,0003,000人人を越える労働者を使用する事業者は

二人以上の産業医を選任する。



勤 務 形 態（％）
事業所規模 産業医を選任

している（％） 常 勤 非 常 勤

1,000人以上 99.8 52.3 47.7 

500～ 999人 99.1 9.1 90.9 

300～ 499人 94.9 5.3 94.7 

100～ 299人 88.6 1.4 98.6 

50～ 99人 63.7 1.5 98.5 

平成１７年労働安全衛生基本調査



事業場規模が小さくなるに従い、健康診断の実施率が
低下し、また定期健康診断における労働者の有所見率
が高くなる傾向にある。

表１．一般健康診断の実施状況及び表１．一般健康診断の実施状況及び有所見率有所見率(%)(%)

「小規模事業場における健康確保方策
の在り方に関する検討会」報告書より

平成１４年労働者健
康状況調査

平成１４年定期健康
診断結果調べ

事業場規模（人） 実施率（％） 有所見率（％）
 （１０）～４９ 85.5 52.3
５０　　～２９９ 100.0 48.4
３００　～９９９ 100.0 44.5
１０００～ 100.0 41.4

合  計 87.1 46.7



小規模事業場小規模事業場

（５０人未満）（５０人未満）

中～大規模事業場中～大規模事業場

（５０人以上）（５０人以上）

選任義務なし 産業医産業医 選任義務あり

安全衛生推進者

衛生推進者

労働衛生労働衛生

管理体制管理体制

安全管理者

衛生管理者

総括安全衛生管理者

実施義務あり

報告義務なし

実施率、受診率は低め

有所見率は比較的高い

健康診断健康診断 実施義務あり

報告義務あり

実施率、受診率は高い

実施状況は低調傾向 事後措置事後措置 実施状況は比較的よい

事業場規模別にみた労働衛生の現状



１ 既往歴及び業務歴の調査

２ 自覚症状及び他覚症状の有無の検査

３ 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査

４ 胸部エックス線検査及び喀痰検査

５ 血圧の測定

６ 尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査）

７ 貧血検査（血色素量、赤血球数）

８ 肝機能検査（GOT、GPT、γ－GTP）

９ 血中脂質検査

（ＬＤＬコレステロール、HDLコレステロール、TG）

10   血糖検査（ヘモグロビンA1cでも可）

11   心電図検査

労働安全衛生規則第労働安全衛生規則第4444条条



事 業 者

リスクの高い労働者

月１００時間超の
時間外労働を行い
疲労蓄積があり面
接を申し出た者

リスクのある労働者

事業場が自主的
に定めた基準に
該当する者

※努力義務

※事業者は、面接指導の結果を踏まえ、休暇付与、

作業の軽減等の必要な事後措置を行う。

医 師

(産業医等)

面
接
指
導
マ
ニ
ュ
ア
ル
・
研
修

③事後措置に対する意見

②面接指導の実施

・疲労蓄積状況等の把握

・メンタル面のチェック

・把握結果に基づく指導

地域産業 産業保健

面接指導実施

効果 過労死・過労自殺等の未然防止、

①面接指導受診指示

推進センター保健センター

早期発見・早期治療



事業場（従業員数５０人以上）

○ 産業医に対して面接指導に関する研修の実施。

○ 地域産業保健センターにおいて小規模事業場に対して無料で面接指導を実施。

○ 面接指導マニュアルを産業医に提供。

地域産業保健センター
（全国３４７箇所）

登録医（全国約３万人）

国（厚生労働省）

面接指導マニュアルの提供 設
置面接指導に関する研修の実施

面接指導の実施
面接指導の実施

面接指導制度の創設に向けた国の支援

産 業 医

労 働 者

小規模事業場（従業員数５０人未満）

労 働 者

○委託事業として実施して

通常は、受託者の施設に

開設（なお、駅前の区役
所内に開設している例も
ある。）

○小規模事業場に対し、週

２日程度

・健康相談（メンタルヘル

ス相談含む）窓口開催

・事業場への訪問指導

を実施

○ 拡充センター （84箇所）

においては、

・夜間、休日も相談対応

・メンタルヘルス相談窓口

の回数の増

・事業場への訪問指導の回

数の増



地域産業保健センター及び都道府県産業保健推進センターについて

労働者健康福祉機構

都道府県
産業保健推進センター

産業医等
産業保健関係者

労災病院等

50人以上の事業場の事業主及びその労働者 50人未満の事業場の事業主及びその労働者

都道府県医師会

健康診断機関等

地域産業保健センター
（郡市区医師会）

国

委託設置

連携

協力

連携 連携

健康相談窓口
個別訪問産業保健指導
産業保健情報提供
広報、啓発

産業保健に関する専門的相談
産業保健情報収集の提供等
産業医等に対する研修及びその支援

産業保健に関する
広報・啓発

設置

労災保険特別会計
約２０億円



医師会
（地域産業保健センター）

保健所

都道府県労働局

監督署

事業所

労働者 一般住民

連携希薄

（現状）



労働行政から指摘される地域・職域連携
の問題点

お互いの政策の情報が共有できていない。

監督署においては、一般労働条件相談業務に
多くの時間を割かれており、安全衛生業務に投
ずる時間に制約がある。

特定健診・保健指導の動きがわからない

個人情報保護法の制約により情報共有に限界
がある

１人の個人に対して複数の実施主体が行う健康
管理の制度が存在する



解決策

お互いの行政の仕組みを理解すること。

お互いに共有できる事業を地域と職域が協力して
行うこと。

都道府県と都道府県労働局の連携を強くすること。

行政組織以外の接点を持つこと。
接点を持つこと。













がん検診の精度管理・事業評価の流れ（全体像）がん検診の精度管理・事業評価の流れ（全体像）

市市 町町 村村

検診機関検診機関

がが んん 検検 診診

妊婦健康診査妊婦健康診査

○事業評価○事業評価

○結果フィードバック○結果フィードバック

○検討結果・データ公表○検討結果・データ公表

○指導○指導

○データ報告○データ報告

○事業評価○事業評価

○結果フィードバック○結果フィードバック

○検討結果・データ公表○検討結果・データ公表

○指導○指導

○委託○委託 ○データ報告○データ報告

○情報共有○情報共有 ○情報共有○情報共有

厚生労働省厚生労働省

都道府県都道府県

国立がんセンターなど国立がんセンターなど
分析・評価を行う専門機関分析・評価を行う専門機関

生活習慣病検診等管理指導協議会生活習慣病検診等管理指導協議会

地域・職域連携推進協議会地域・職域連携推進協議会

保険者協議会保険者協議会

○指針提示○指針提示

○結果フィードバック○結果フィードバック

○検討結果・データ公表○検討結果・データ公表
○データ報告○データ報告

○データ提供○データ提供

○報告○報告

○結果フィードバック○結果フィードバック

○検討結果・データ公表○検討結果・データ公表

連連

携携

○情報共有○情報共有

医療保険者医療保険者

○委託○委託 ○データ報告○データ報告

がが んん 検検 診診

○情報共有○情報共有

職職 場場 等等

○委託○委託 ○データ報告○データ報告

がが んん 検検 診診

国国 民民

○受診○受診
○「有効な」がん検診をより○「有効な」がん検診をより
「多くの人に」「正しく」提供「多くの人に」「正しく」提供

○
検
討
結
果
及
び
デ
ー
タ
の
公
表

○
検
討
結
果
及
び
デ
ー
タ
の
公
表
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